
大和市建築行為に係る狭あい道路整備要領                        

（目的） 

第１条 この要領は、狭あい道路の拡幅整備を促進するため、後退道路用地の 

寄付等について必要な事項を定めることにより、住みよいまちづくりを行う

ことを目的とする。 

（用語の意義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め 

るところによる。 

（１）狭あい道路 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」と

いう。）第４２条第２項の規定に基づく道路のうち当該道路に市道が介

在するものをいう。 

（２）建築行為 建築物を建築し、又は工作物を築造しようとする行為をい

う。 

（３）建築主等 建築行為をしようとする者をいう。ただし、建築主と土地

所有者若しくは工作物の所有者が異なる場合には、建築主及びそれぞ

れの所有者をいう。 

（４）後退線 道路境界査定が終了している道路で、当該道路の中心線から

水平距離２メートルの線をいう。ただし、当該道路が中心線からの水

平距離２メートル未満で、がけ地、川、線路敷地その他これらに類す

るものに沿う場合においては、当該がけ地等の道路の側の境界線及び

その境界線から道路の側に水平距離４メートルの線をいう。 

（５）後退道路用地 道路境界線から後退線までの道路とみなされる敷地を

いう。 

（６）後退工事 後退道路用地に存する門、塀、生垣等を除却し、道路とし



ての使用が可能な状態にする工事をいう。 

（適用対象） 

第３条 この要領は、建築主等が後退道路用地に接する土地に建築物を建築する 

場合で、法第６条第１項又は、法第８８条第１項に規定する確認の申請を提

出する場合における道路後退用地及び法第４２条第２項の規定に準じて自主

的に行う道路後退用地並びにすみ切り用地に適用する。 

（事前協議） 

第４条 建築主等は、道路後退用地の寄付等を希望する場合においては、市長

に対し、協議を申し出るものとする。 

２ 前項の規定による申し出は、狭あい道路に関する協議申請書（第１号様式）

を市長に提出することにより、行うものとする。 

３ 前項の申請書には、案内図、公図の写し、配置図、土地登記簿謄本を添付

しなければならない。 

４ 市長は、第１項の規定による協議が成立したときは、狭あい道路に関する

協議済通知書（第２号様式）を建築主等に送付するものとする。 

（道路境界査定） 

第５条  狭あい道路に係る道路境界査定は、前条第１項の規定による協議が成 

立するまでの間に終了させておかなければならない。 

（後退道路用地の寄附等） 

第６条  市長は、第４条の規定により協議した後退道路用地を寄附により取得 

するものとする。 

２ 市長は、前項の場合において、相続等の理由により後退道路用地の所有権

移転登記が困難な場合には、後退道路用地を無償使用するものとする。 

３ 建築主等は、第１項に規定する後退道路用地の寄付を望まない場合におい



ては、後退道路用地を自主管理する旨を市長に申し出ることができるものと

する。 

（書類の提出） 

第７条  建築主等は、前条の規定に係る寄附等の協議が整った場合には、次の 

各号の１に定める書類を市長に提出するものとする。 

 （１）寄附の場合   後退道路用地寄附申出書（第３号様式） 

 （２）無償使用の場合 後退道路用地無償使用承諾書（第４号様式） 

 （３）自主管理の場合 後退道路用地自主管理申出書（第５号様式） 

（用地測量等の費用負担） 

第８条  市長は、原則として第６条第１項及び第２項に規定する寄付等を行う 

予定の後退道路用地に係る境界査定、用地測量、境界石の埋設、登記等に要

する費用を負担するものとする。 

（物件の移転補償） 

第９条 市長は、第６条第１項及び第２項に規定する寄付等を行う予定の後退

道路用地に存する門、塀、生垣等の物件の移転について、補償をする必要が

あると認めるときには、予算の範囲内において、別に定める基準に基づき、

その費用の一部を補償することができるものとする。 

（移転補償の手続） 

第１０条 建築主等は、前条の規定による物件の移転補償を希望する場合には、

物件移転補償申請書（第６号様式）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により物件移転補償申請書を受理した後、その内容を

審査し、物件移転補償決定通知書（第７号様式）を送付するものとする。 

３ 物件除却工事の着手期日は、前項に規定する物件移転補償決定通知書の受

理後とする。 



（後退工事） 

第１１条 前条の規定により市長から物件移転補償決定通知書を受けたものが、

後退工事を完了したときは、後退工事完了届（第８号様式）を市長に提出し

なければならない。 

２ 前項の規定による後退工事が完了したとき、市長は、後退工事完了届に基

づき、その工事の完了検査を行うものとする。 

（税の非課税） 

第１２条 第６条第２項の規定による後退道路用地に係る固定資産税及び都市

計画税は非課税とする。 

（後退道路用地の整備） 

第１３条 市長は、第６条第１項及び第２項の規定により寄附等を行った後退

道路用地を周辺の路面状況に応じて整備するものとする。 

（後退道路用地の管理） 

第１４条 市長は、前条の規定により整備された後退道路用地を管理するもの

とする。 

（角地のすみ切りの寄付） 

第１５条 市長は、後退道路用地に接する土地にすみ切りが必要な場合には、

原則として斜辺２メートル以上のすみ切りを確保し、寄付を受けるものとす

る。 

（自主管理） 

第１６条 市長は、建築主等により第６条第３項に基づき、後退道路用地を自

主管理する旨の申し出がなされ、第７条に基づいて後退道路用地自主管理申

出書が提出されたものについては、第８条から第１５条の規定は適用しない

ものとする。 



（変更協議） 

第１７条 第４条第１項の規定により既に事前協議が終了している敷地につい

て、所有権の移転等に伴い申請者を変更する等、協議内容に変更が生じたも

のについては、狭あい道路に関する協議変更申請書（第９号様式）を市長に

提出し、変更協議を行うものとする。 

２ 前項の申請書には、案内図、公図の写し、配置図、土地登記簿謄本その他

市長が必要と認める図書を添付しなければならない。 

３ 市長は、第１項の規定による変更協議が成立したときは、狭あい道路に関

する変更協議済通知書（第１０号様式）を申請者に送付するものとする。 

（事前協議の取り下げ） 

第１８条 第４条第１項の規定により狭あい道路に関する協議申請書を提出し

た建築主等が、建築又は拡幅整備を取りやめ、又は中止する等協議申請を取

り下げる理由が生じた場合においては、当該建築主等は、狭あい道路に関す

る協議取下げ申請書（第１１号様式）を市長に提出することにより、狭あい

道路に関する協議申請書を取り下げることができる。 

（委任） 

第１９条 この要領に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

 

 附 則    

１ この要領は、平成２１年４月１日から施行する。  

２ この要領の施行の際、現に大和市建築行為に係る狭あい道路整備要綱（昭和

６２年大和市告示１０５号）に基づいて狭あい道路に関する協議が済んでいる

ものについては、なお従前の例による。  

 



 
 


